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この資料は、長野県労働経済の動向を、各種の調査統計資料に基づき、

表・グラフを交えてまとめたものです。参考資料はできるだけ最新の

ものを使用しましたが、統計数値は時々刻々と変動することをご理解

いただき、より詳細な資料が必要な場合には、それぞれの出典元をご

参照ください。 



長野県の労働経済の動向 
 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、依然として、私たちの社

会・経済活動に様々な影響をもたらしている。日本銀行松本支店が 2021

年 12 月に発表した「長野県の金融経済動向」によると、長野県経済は、

「一部に弱い動きがみられるなか、持ち直しの動きが一服している」と

しており、2021 年に入って以降、新型コロナウイルスの断続的な感染再

拡大により、停滞が続いていると分析している。 

また、長野財務事務所の県内経済情勢（１月、４月、７月、10月発表）

によると、「新型コロナの影響がみられるものの持ち直しつつある」と

して、2021 年４月以降、４期連続で判断を据え置いている。なお、先行

きについては、感染が急拡大している新型コロナの影響や原材料の値上

がりなどから、下振れリスクの懸念も多いとしている。 

長野経済研究所も 2022 年１月に公表した「最近の長野県経済の動向」

の中で、「持ち直しの動きに弱さがみられる」と分析している。また、

今後は、オミクロン株の感染拡大の影響と半導体不足による生産面の動

向を注視する必要があるとしている。 

 一方、長野県の有効求人倍率をみると、2009 年７・８月に過去最低の

0.39 倍となって以降は徐々に回復基調となり、2014 年１月以降 95 か月

連続で１倍を上回って推移している。 

 長野労働局発表の雇用情勢によると、2021 年２月には「雇用情勢は、

一部に弱い動きが続いているものの、改善が進んでいる」と判断を上方

修正し、さらに、同年６月には、「着実に改善が進んでいる」とした。

その後は、「雇用情勢は着実に改善が進んでいるものと判断できる一方

で、コロナの感染再拡大の影響を不安視する声も聞かれることから、依

然として先行き不透明感は否めない」として、慎重な判断が続いている。 

 

 

 

 



 



 

 

１ 長野県の人口 
令和３年 10 月 1 日現在の長野県の人口は、2,020,372 人（男性

987,209 人、女性 1,033,163 人）となり、前年同期に比べて、3,701

人減少した。 

年齢３区分別人口割合をみると、年少人口（０～14 歳）は 12.0％

（前年比 0.1 ポイント減少）、生産年齢人口（15～64 歳）は 55.4％（同

0.2 ポイント減少）、老年人口（65 歳以上）は 32.6％（同 0.3 ポイン

ト増加）となっている。 

老年人口は、昭和 35 年の 7.2％から大きく増加しており、平成７年

には老年人口と年少人口の割合が逆転した後、現在も高齢化は進んで

いる。県内市町村別老年人口割合の状況は、高い順に天龍村が 63.2％、

栄村が 55.0％、根羽村が 52.8％となっている。低い順では、南箕輪

村が 24.0％、川上村が 28.6％、松本市が 28.4％となっている。 

年齢３区分別人口割合の推移（長野県・昭和 35 年～令和３年） 

 

Ⅰ 人口・労働力・産業 

資料：「長野県毎月人口異動調査」長野県総合政策課統計室 
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２ 県内の労働力人口 
 

総務省の「労働力調査」によると、全国の労働力人口（15歳以上人

口のうち就業者数と完全失業者数の合計）は、2020 年平均で 6,868

万人と、前年に比べ 18万人の減少（８年ぶりの減少）となった。 

また、15～64 歳（生産年齢人口に当たる年齢）の労働力人口をみる

と 5,946 万人と、前年に比べ 34 万人の減少となった。男女別にみる

と、男性は 3,272 万人と 14 万人の減少、女性は 2,673 万人と 20万人

の減少となった。 

県内の労働力人口は、2020 年平均（都道府県別結果モデル推計値）

で 1,146 万人と、前年に比べ６万人の減少となった。 

※ 労働力調査は、都道府県別に表章するように基本設計を行っておらず、標本規模も

小さいことなどにより、結果精度が十分に確保できないとみられることから、都道府

県別結果の利用には注意が必要。 

 

総務省統計局の「国勢調査」によると、令和２年 10 月 1 日現在の

県内の人口は 2,048,011 人で、このうち男性は、1,000,389 人、女性

は 1,047,622 人となり、前回の平成 27 年の調査に比べ、人口は 50,793

人（2.4％）、男性は 21,740 人（2.1％）、女性は 29,053 人（2.7％）

の減少となっている。 

また、県内の生産年齢人口（15 歳から 64 歳）は 1,148,164 人で、

前回の平成 27年の調査に比べ、38,701 人（3.3％）の減少となってい

る。 

※ 令和２年国勢調査のうち、就業状態等基本集計（労働力状態等）の結果公表は令和

４年５月を予定。 

 

 

 

 

 



１）人口と生産年齢人口の推移 

（長野県・平成 12 年～令和２年） 

 

２）男女別労働力人口の構成比の 

推移(長野県・昭和 60 年～平成 27 年)

３）年齢階級別労働力人口の構成比の推移（長野県・昭和 60 年～平成 27 年） 

 

資料：「平成 27 年・令和２年国勢調査」総務省統計
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３ 産業別・職業別就業者 
 

総務省の「平成 27 年国勢調査」によると、平成 27 年 10 月１日現

在の県内の 15歳以上就業者数は 1,069,860 人で、前回、平成 22 年の

1,091,038 人と比べて 21,178 人減少している。男性は 594,466 人、女

性は 475,394 人で、前回の平成 22年に比べ男性は 21,400 人減少、女

性は 222 人増加している。 

また、65 歳以上の就業者数は 179,678 人(就業者数の 16.8％)で、

前回の平成 22年に比べ 2.9 ポイント増加している。 

就業者数の産業別割合をみると、高い順に「製造業」が 223,501 人

（就業者数の 20.9％）、「卸売業，小売業」が 150,271 人（同 14.0％）、

「医療,福祉」が 130,480 人（同 12.2％）、「農業,林業」「漁業」が 96,899

人（同 9.0％）、「建設業」が 80,559 人（同 7.5％）となっている。特

に「医療,福祉」は平成 22年に比べると 16,608 人（1.8 ポイント）の

増加となっている。 

男女別・第１次～第３次産業別にみると、男性は第１次産業が 9.6％、

第２次産業が 37.5％、第３次産業が 52.9％となっている。女性は第

１次産業が 8.9％、第２次産業が 18.7％、第３次産業が 72.5％となっ

ており、男女とも第３次産業従業者割合が最も高くなっている。 

就業者数の職業別割合は、高い順に「生産工程従事者」が 17.2％、

「事務従事者」が 16.6％、「専門的・技術的職業従事者」が 14.9％と

なっている。 

【用語の解説】 

就業者 調査期間中、賃金、給料、諸手当、営業収益、手数料、内職収

入など収入（現物収入を含む）を伴う仕事を少しでもした人。 



 

 

１）産業別就業者の構成比の推移（長野県・平成 22、27 年） 

 

 

 

 

 

 

 

２）男女別・第１次～第３次産業別就業者の構成比の推移 

（長野県・平成 22 年、27 年） 

男性 594,466 人（平成 27 年） 

 

女性 475,394 人（平成 27 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）職業別就業者の構成比の推移（長野県・平成 22 年、27 年） 

 

資料：「平成 22年国勢調査」「平成 27年国勢調査」総務省統計局 



４ 有業者、雇用者 
 

総務省の「平成 29 年就業構造基本調査」によると、県内の有業者

は 1,111,600 人で、そのうち雇用者は 86.4％（960,200 人）となって

いる。有業者数に占める雇用者数の割合を男女別にみると、男性は

83.3％（514,900 人）、女性は 90.3％（445,200 人）となっている。 

役員を除いた雇用者（901,800 人）を雇用形態別にみると、「正規の

職員・従業員」が 62.4％（562,600 人）、「パート」が 19.8％（178,600

人）、「アルバイト」が 6.6％（59,800 人）などとなっている。男女別

に雇用者に占める「正規の職員・従業員」の割合をみると、男性では

79.1％、女性では 44.3％であり、平成 24 年に比べ、その割合は男性

で同率、女性では 2.4%増加している。また女性は「パート」の比率が

37.1％と男性の 3.8％に比べてかなり高い。 

有業者を年齢階級別の構成比でみると、「35～44 歳」が 21.1％（平

成 24年 22.9％）、「45～54 歳」22.4％（同 20.7％）、「55～64 歳」18.5％

（同 20.2％）、「25～34 歳」14.4％（同 15.7％）となっている。 

有業者を産業別にみると、製造業が 20.9％（平成 24 年 21.1％）、

卸売業,小売業が 13.7％（同 13.9％）、医療,福祉が 12.2％（同 11.0％）

などとなっている。男女別では、男性は製造業が 25.2％、卸売業,小

売業が 12.2％、建設業が 10.8％となっているのに対し、女性は医療,

福祉が 20.8％、卸売業,小売業が 15.6％、製造業が 15.5％となってい

る。 

【用語の解説】 

有業者 ふだん収入を得ることを目的として仕事をしており、調査日以

降もしていくことになっている者及び仕事は持っているが現在は休ん

でいる者 

雇用者 会社員、団体職員、公務員、個人商店の従業員など、会社、団

体、個人、官公庁、個人商店などに雇われている者 



 

 

１）従業上の地位別有業者の構成比 

（長野県・平成 24、29 年） 

２）雇用形態別雇用者の構成比 

（長野県・平成 24、29 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）年齢階級別有業者の構成比 

（長野県・平成 29 年） 

 

４）産業別有業者の構成比 

（長野県・平成 29 年） 
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資料：「平成 29 年就業構造基本調査」総務省統計局・長野県総合政策課統計室 



 

 

５ 県内地域別従業者 
 

総務省の「平成 28 年経済センサス‐活動調査」によると、県内の

民営事業所で働く従業者数は、928,421 人となっている。 

従業者数を市町村別にみると、長野市が 183,710 人（県全体の

19.8％）と最も多く、次いで松本市が 119,927 人（同 12.9％）、上田

市が 71,860 人（同 7.7％）、飯田市が 48,569 人（同 5.2％）、佐久市

が 40,327 人（同 4.3％）となっており、上位５市で県全体の約５割を

占めている。 

 

１） 地域別従業者の構成比 

（長野県・平成 28 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

２） 従業者数の多い市町村 

（長野県・平成 28 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
資料：「平成 28年経済センサス‐活動調査」総務省統計局・長野県総合政策課統計室 

順位 市町村 従業者数(人)

1 長野市 183,710

2 松本市 119,927

3 上田市 71,860

4 飯田市 48,569

5 佐久市 40,327

6 安曇野市 36,812

7 塩尻市 29,993

8 伊那市 28,422

9 諏訪市 26,809

10 茅野市 25,020



 

 

６ 産業別事業所・従業者 
 

総務省の「平成 28 年経済センサス‐活動調査」によると、県内の

民営事業所（事業内容等が不詳の事業所を含む）は 107,916 事業所と

なっている。 

事業所数を産業別にみると、「卸売業,小売業」が 24,779 事業所で

全産業の 23.4％を占めて最も多く、次いで「宿泊業,飲食サービス業」

が 15,521 事業所で 14.6％、「建設業」が 11,854 事業所で 11.2％、「製

造業」が 10,890 事業所で 10.3％となっており、この４産業で全産業

の 59.5％を占めている。 

従業者数を産業別にみると、「製造業」が 208,904 人で 22.5％を占

めて最も多く、次いで「卸売業,小売業」が 178,906 人で 19.3％、「医

療,福祉」が 118,377 人で 12.8％、「宿泊業,飲食サービス業」が 96,948

人で 10.4％となっており、この４産業で全産業の 65.0％を占めてい

る。 

１） 産業別事業所の構成比 

（長野県・平成 28 年） 

２） 産業別従業者数の構成比 

（長野県・平成 28 年） 

 

 
資料：「平成 28 年経済センサス‐活動調査」総務省統計局・長野県総合政策課統計室 



１ 完全失業率・完全失業者の状況 
 

総務省の「令和２年労働力調査年報」によると、2020 年平均の完全

失業率は全国が 2.8％、長野県（試算値）が 2.1％で、全国では前年

に比べ 0.4 ポイントの上昇、長野県は同比 0.1 ポイントの上昇となっ

た。 

全国値を男女別にみると、男性は 3.0％、女性は 2.5％と、男性は

前年比 0.5 ポイント、女性は同比 0.3 ポイント、それぞれ上昇した。

また、完全失業率の男女差は 0.5 ポイントとなっている。 

全国の完全失業者を求職理由別にみると、「非自発的な離職」は 2020

年平均で 54 万人と前年に比べ 17万人の増加、このうち「勤め先や事

業の都合」により前職を離職した者は 35 万人で 14 万人の増加、「定

年又は雇用契約の満了」により前職を離職した者は 20 万人と４万人

増加した。「自発的な離職」は 73万人と前年比で３万人増加した。ま

た、「新たに求職」のうち「収入を得る必要が生じたから」は 24万人

と５万人増加した。 

 

総務省の「平成 27 年国勢調査」によると、県内の完全失業者は

38,224 人で、男女別では、男性が 25,076 人、女性が 13,148 人となっ

ている。平成 22年に比べ 24,621 人（男性 17,835 人、女性 6,786 人）

の減少となり、平成２年以降では、平成 22 年をピークに減少に転じ

ている。 

※ 令和２年国勢調査のうち、就業状態等基本集計（労働力状態等）の結果公表は令和

４年５月を予定。 

Ⅱ 雇用情勢 

【用語の解説】 

完全失業率 労働力人口に占める完全失業者の割合。 

完全失業者 国勢調査では「調査週間中、収入を伴う仕事を少しもしな

かった者のうち、仕事に就くことが可能であって、かつ、ハローワー

ク（公共職業安定所）に申し込むなどして積極的に仕事を探していた

者」としている。労働力調査でもほぼ同様。 



１）完全失業率の推移 
（全国、長野県・平成 25～令和２年） 

２）完全失業者数の推移 

  （長野県・平成 2～27 年） 

３）完全失業者の離職理由の推移（全国・平成 25～令和２年） 

 

資料：「平成 27年国勢調査」，「令和２年労働力調査年報」総務省統計局 
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２ 求人・求職の状況 
 

長野労働局の「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」によると、

2020 年度県内の月平均の月間有効求人数は 38,204 人（前年比 10,309

人減少）、月間有効求職者数は 33,897 人（前年比 2,484 人増加）とな

っており、月間有効求人倍率は 1.13 倍（前年度 1.54 倍）となってい

る。 

2020 年度の県内の月間有効求職者（常用）の年齢階級別構成比をみ

ると、29 歳以下が 18.6％（前年度 19.7％）、30～39 歳が 18.6％（同

20.0％）、40～49 歳が 21.5％（同 22.4％）、50～59 歳が 19.7％（同

18.3％）、60歳以上が 21.6％（同 19.6％）となっている。 

また、県内の月間有効求職者（常用）の年齢階級別構成比を男女別

でみると、有効求人倍率を年齢階級別にみると、29 歳以下で男性が

18.2％、女性が 19.0％、30～39 歳で男性が 16.0％、女性が 21.0％、

40～49歳で男性が18.5％、女性が24.0％、50～59歳で男性が19.6％、

女性が 19.7％、60 歳以上で男性が 27.7％、女性が 16.3％となってい

る。 

 

 

【用語の解説】 

月間有効求人数 前月から繰越された有効求人数（前月末日現在におい

て、求人票の有効期限が翌月以降にまたがっている未充足の求人数を

いう。）と当月の「新規求人数」の合計数をいう。 

月間有効求職者数 前月から繰越された有効求職者数（前月末日現在に

おいて、求職票の有効期限が翌月以降にまたがっている就職未決定の

求職者をいう。）と当月の「新規求職申込件数」の合計数をいう。 



 

 

１）月間求人・求職状況の推移(パートタイマーを含む) 
（長野県・平成 24～令和２年度） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２）年齢階級別月間有効求職者（常用）の構成比 

（長野県・令和２年度） 
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資料：「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」厚生労働省 
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３ 新規学卒者 
 

文部科学省の「学校基本調査」による令和３年３月新規学校卒業者

の進路状況をみると、長野県の中学校卒業者は高等学校等進学率

99.0％（前年 98.9％）、就職率 0.0％（男子 0.1％、女子 0.0％）で、

高等学校卒業者は大学等進学率 50.8％（同 49.1％）、就職率 17.0％（同

18.3％）となっている。 

また、長野労働局発表の「令和３年３月新規高等学校卒業者の求

人・求職・就職内定状況」により、新規高等学校卒業者の状況をみる

と、求人数 6,109 人（前年比 969 人減少）に対して求職者数が 2,899

人（同 306 人減少）、求人倍率は 2.11 倍（同 0.1ポイント低下）とな

っている。 

長野労働局の令和３年 12 月末現在の「令和４年３月新規高等学校

卒業者の求人・求職・就職内定状況」では、新規高等学校卒業者の職

業紹介状況をみると、就職内定率は前年を 0.8 ポイント上回る 89.0％

で、求人倍率は 2.31 倍となっている。また、「令和４年３月新規大学

等卒業予定者の就職内定状況」では、就職内定率は 80.0％で、前年同

期を 1.5 ポイント上回っている。 

厚生労働省及び文部科学省が共同で調査している、全国の「令和４

年３月大学等卒業予定者の就職内定状況調査【年4回実施 10/1、12/1、

2/1、4/1】（令和３年 12 月１日現在）」では、大学で 83.0％（前年同

期比 0.8 ポイント上昇）、短期大学で 62.8％（同 5.2 ポイント上昇）

となっている。 



 

 

１）新規学卒者の進学率及び就職率の推移（長野県・平成 27～令和３年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
２）高等学校卒業者の求職・求人状況（長野県・平成 27 年３月～令和３年３月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：「令和３年度学校基本調査」文部科学省、長野県総合政策課統計室 

「新規高等学校卒業者の求人・求職・就職内定状況」長野労働局 
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４ 高年齢者雇用 

 
「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」は、高年齢者が年齢に

かかわりなく働き続けることができる生涯現役社会の実現を目的に、

企業に「定年制の廃止」や「定年の引上げ」、「継続雇用制度の導入」

のいずれかの措置（高年齢者雇用確保措置）を講じるよう義務付けて

いる。 

 

長野労働局の「令和２年長野県内の高年齢者の雇用状況」によると、

従業員 31人以上規模企業における常用労働者数（395,116 人）のうち、

60 歳以上の常用労働者数は 53,721 人で 13.6％を占めている。年齢階

級別にみると、60 歳～64 歳が 30,187 人、65 歳～69 歳が 15,311 人、

70 歳以上が 8,223 人となっている。 

令和元年 6月 1日から令和２年 5月 31日の 60歳定年企業における

定年到達者 4,830 人のうち、継続雇用された者は 4,099 人（84.9％）、

継続雇用を希望しない定年退職者は 707 人（14.6％）、継続雇用を希

望したが継続雇用されなかった者は 24人（0.5％）となっている。 

高年齢者雇用確保措置の実施済企業の割合は 100％（2,832 社）で

内訳をみると、「定年制の廃止」が 2.0％（57 社）、「定年の引上げ」

が 20.2％（571 社）、「継続雇用制度の導入」が 77.8％（2,204 社）と

なっており、定年制度により雇用確保措置を講じるよりも、継続雇用

制度により雇用確保措置を講じる企業の比率が高くなっている。 

希望者全員が 66 歳以上まで働ける継続雇用制度を導入している企

業は 244 社で、前年に比べ 19社の増加となっており、割合は 8.6％（前

年比 0.6 ポイント上昇）となっている。 

66 歳以上で働くことができる企業の状況では、「66歳以上働ける制

度のある企業」は 37.8％（全国平均 33.4％）、「70 歳以上働ける制度

のある企業」は 36.0％（同 31.5％）で全国平均値を上回っている。

一方、定年制の状況は、定年制廃止企業および 65 歳以上定年企業は

22.2％（同 20.6％）と前年に比べ増加したものの、全国値（23.6％）

を下回る状況となっている。 



 

 

１）60 歳以上の常用労働者数の推移（長野県・平成 25～令和２年） 

 

２）60 歳定年企業における定年到達者の状況（長野県・令和２年） 

 
３）高年齢者雇用確保措置の実施状況（長野県・令和２年） 

【雇用確保措置を実施している企業】      【雇用確保措置の内訳】 
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資料：「令和２年長野県の高年齢者の雇用状況」長野労働局 



 

 

５ 障がい者雇用 
 

障がい者の職業の安定を図るため、民間企業、国、地方公共団体は、

「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、法定雇用率に相当

する数以上の障がい者を雇用しなければならないこととされている。 

 

長野労働局の「令和３年長野県内の障害者雇用状況」によると、

2.3％の法定雇用率が適用される一般の民間企業（43.5 人以上規模）

の実雇用率は過去最高の 2.29％（全国 24 位）となり、全国平均

（2.20％）を上回ったものの、法定雇用率を下回った。 

一般の民間企業に雇用されている障がい者の数は 7,264.5 人で、前

年と比べ 2.8％（196.0 人）増加し、過去最高を更新した。 

実雇用率を産業別にみると、高い順に「農林漁業」で 5.20％、「生

活関連サービス・娯楽業」3.33％、「医療・福祉」3.00％、「サービス

業」2.53％、「運輸業・郵便業」2.45％の順で、これらの産業では法

定雇用率を上回っている。「製造業」は 2.20％で法定雇用率を下回っ

ている。 

法定雇用率達成企業の全企業に占める割合をみると、全体では

56.8％で、前年を 2.0ポイント下回っている。産業別では、最も高い

産業は「運輸業・郵便業」で 69.1％、次いで「医療・福祉」で 66.8％、

「宿泊業・飲食サービス業」61.2％の順で６割を超えている。一方、

最も低かった産業は「金融・保険業」で 26.3％となっている。 



 

 

１）障がい者実雇用率の推移（全国、長野県・平成 23～令和３年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２）産業別障がい者実雇用率 
（長野県・令和３年）

 

３）産業別法定雇用率達成・未達成 

企業割合（長野県・令和３年） 

 

 

(％) 

(％) 

資料：「令和３年長野県内の障害者雇用状況」長野労働局 
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６ 非正規労働者 

 
総務省の「令和２年労働力調査年報」によると、2020 年平均の雇

用者（役員を除く。）は 5,629 万人で、前年に比べ 40 万人の減少と

なった。このうち正規の職員・従業員は 3,539 万人で 36 万人の増加

となっている。 

一方、非正規の職員・従業員は 2,090 万人と 75 万人の減少（11

年ぶりの減少）となった。男女別にみると、男性は 665 万人で、前

年に比べ 26 万人の減少、女性は 1,425 万人で前年に比べ 50 万人の

減少となっている。 

非正規の職員・従業員を男女、年齢階級別にみると、男性は 65 歳

以上が 203 万人（30.5％）と最も多く、前年比では３万人の減少、

次いで 55～64 歳が 135 万人（20.3％）となっている。女性は 45～

54 歳が 371 万人（26.0％）と最も多く、前年比では４万人の減少、

次いで 55～64 歳が 292 万人（20.5％）となっている。 

 

総務省の「平成 29 年就業構造基本調査」によると、全国の非正規

の職員・従業員の割合は、38.2％（2,132 万 5 千人）と前回（H24 

38.2％）と同じ割合となっている。男女別にみると、男性は 22.3％

（667 万 7千人）で前回（H24 22.1％）と比べ 0.2 ポイント上昇し、

女性は 56.6％（1,464 万 8 千人）で前回（H24 57.5％）と比べ 0.9

ポイント低下している。 

県内の非正規の職員・従業員の割合は、37.6％（339,200 人）と

前回（H24 38.8％）と比べ 1.2 ポイント低下しており、全年齢で低

下している。男女別にみると、男性は 20.9％（97,800 人）で前回（H24 

20.8％）と比べ 0.1 ポイント上昇し、女性は 55.7％（241,400 人）

で前回（H24 58.1％）と比べ 2.4 ポイント低下している。 



  

１）雇用形態別雇用者数の推移  ２）男女、年齢階級別非正規の 

(全国・平成 25～令和２年)         職員・従業員の内訳 
（全国・令和２年） 
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３）雇用者（役員を除く）のうち非正規の職員・従業員の割合 

（全国、長野県・平成 29 年） 

  

資料：「令和２年労働力調査年報」総務省統計局 

「平成 29 年就業構造基本調査」総務省統計局・長野県総合政策課統計室 

全 国 長野県 

(万人) 



７ 短時間労働者 

 

厚生労働省の「令和２年賃金構造基本統計調査」によると、短時間

労働者の１日当たりの所定内実労働時間は、5.3 時間、男女別では男

性が 5.1 時間、女性が 5.4 時間となっている。産業別にみると、男性

では多い順に「鉱業、採石業等」が 8.0 時間、「学術研究、専門技術

サービス」が 7.0 時間、「建設業」が 6.3 時間となっている。女性で

は、「金融業・保険業」が 6.3 時間、「医療、福祉」が 6.2 時間、「製

造業」が 6.0 時間となっている。 

また、短時間労働者の１時間あたりの賃金は、1,267 円、男女別で

は男性が 1,434 円（前年比 279 円増加）で、女性が 1,209 円（同 113

円増加）となっている。１時間あたり所定内給与額を産業別にみると、

男性が高い順に「医療、福祉」4,236 円、「教育、学習支援業」3,678

円、「金融業、保険業」1,760 円となっている。女性は「教育、学習支

援業」1,974 円、「建設業」1,620 円、「情報通信業」1,377 円となって

いる。 
１）短時間労働者の男女別、産業別１日当たり所定内実労働時間 

（長野県・令和２年） 

データなし 

データなし 



２）短時間労働者の月間労働日数（長野県・令和２年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
３）短時間労働者の産業別１時間当たりの賃金（長野県・令和２年）  

 

資料：「令和２年賃金構造基本統計調査」厚生労働省 
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８ 外国人労働者 
 

長野労働局の「長野県における外国人雇用状況の届出状況（令和３

年 10月末現在）」によると、県内で外国人労働者を雇用している事業

所数は 4,149 か所（前年同期比 185 か所、4.7％増加）で、外国人労

働者数は 20,714 人（同 856 人、4.3％増加）となっている。 

県内の外国人労働者を国籍別にみると、多い順にベトナムが 5,271

人で外国人労働者数全体の 25.4％、中国（香港等を含む。）が 4,022

人で 19.4％、フィリピンが 3,363 人で 16.2％、ブラジルが 3,165 人

で 15.3％となっている。 

また、産業別では、「製造業」が 9,798 人で 47.3％を占め、次いで

「サービス業（他に分類されないもの)」が 3,353 人で 16.2％、「農業、

林業」が 1,589 人で 7.7％、「宿泊業、飲食サービス業」が 1,360 人で

6.6％、「卸売業、小売業」が 1,258 人で 6.1％となっている。 

事業所規模別に外国人労働者をみると「30人未満」規模の事業所が

8,264人で39.9％と最も多く、次いで「30～99人」が5,378人で26.0％、

「100～499人」が 5,014人で 24.2％、「500人以上」が2,030人で 9.8％

となっている。 

外国人雇用状況の届出制度 

 雇用対策法に基づき、外国人労働者の雇用管理の改善や再就職支

援を図ることを目的とし、すべての事業主に、外国人労働者の雇入

れ・離職時に、氏名、在留資格、在留期間などを確認し、厚生労働

大臣（ハローワーク）へ届け出ることを義務付けている。 



 

 

１）外国人労働者を雇用している事業所数及び外国人労働者数の推移 

（長野県・平成 25～令和３年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）国籍別外国人労働者数 

（長野県・令和３年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）産業別外国人労働者数 

（長野県・令和３年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料：「長野県における外国人雇用状況の届出状況（令和３年 10 月末現在）」長野労働局 
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９ 離職状況 
 

厚生労働省の「新規学卒就職者の離職状況（平成 30 年３月卒業者

の状況）」によると、全国の平成 30年 3月に卒業した新規学卒就職者

の卒業後３年以内離職率は、大学卒 31.2％（前年比 1.6 ポイント低下）、

短大等卒 41.4％（同 1.6ポイント低下）、高校卒 36.9％（同 2.6 ポイ

ント低下）、中学卒 55.0％（同 4.8 ポイント低下）となっている。 

  産業別にみると、離職率の高い産業は、高い順に、大学卒で「宿泊

業・飲食サービス業」が 51.5％、「生活関連サービス業・娯楽業」が

46.5％、「教育・学習支援業」が 45.6％となっている。高校卒では、

「宿泊業・飲食サービス業」が 61.1％、「生活関連サービス業・娯楽

業」が 56.9％、「教育・学習支援業」が 50.1％となっている。 

  事業所規模別にみると、離職率の高い順に、「5 人未満」が大学卒

56.3％、高校卒 61.9％、「5～29 人」が大学卒 49.4％、高校卒 52.8％、

「30～99 人」が大学卒 39.1％、高校卒 44.1％となっている。 

 

総務省が実施した平成 29 年「就業構造基本調査」によると長野県

の 15 歳以上人口のうち平成 24 年 10 月～平成 29 年 9 月の５年間で、

介護・看護のために前職を離職した者は 8,800 人で、うち男性は 2,200

人、女性は 6,600 人となっている。 

全国の 15歳以上人口のうち平成24年 10月～平成 29年 9月の５年

間で、介護・看護のために前職を離職した者は 498,300 人で、うち男

性は 125,200 人、女性は 373,100 人となっている。 



 

 

１）新規学卒者の卒業後３年以内離職率（全国・平成 28～30 年３月卒業者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）新規学卒者の産業別離職率（全国・平成 30 年３月卒業者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
３）新規学卒者の事業所規模別   ４）介護・看護のため前職離職者数 

離職率              の推移 
（全国・平成 30 年３月卒業者）     （長野県・15 歳以上） 

 

資料：「新規学卒就職者の離職状況（平成 30 年３月卒業者の状況）」厚生労働省  
   「平成 29年就業構造基本調査」総務省統計局・長野県総合政策課統計室 
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10 雇用保険 

 

雇用保険は、労働者の生活及び雇用の安定と就職の促進のために、

失業された方や教育訓練を受けられる方等に対して、失業等給付を支

給するとともに、失業の予防、雇用状態の是正及び雇用機会の増大、

労働者の能力の開発及び向上その他労働者の福祉の増進等を図るた

めの事業を行っている。 

厚生労働省の「雇用保険事業年報」によると、令和２年度末の県内

の雇用保険適用事業所数は37,772所（前年比 338所増加）で、被保険

者数は635,439人（同68人増加）となっている。 

令和２年度の県内の雇用保険受給の状況についてみると、受給資格

決定件数は24,502件（前年比1,541件増加）となっている。 

 

雇用保険制度の概要 

雇用保険

雇用保険
二事業

失業等給付 求職者給付

就職促進給付

教育訓練給付

雇用継続給付

雇用安定事業

一般被保険者に対する

求職者給付

高年齢被保険者に対する

求職者給付

短期雇用特例被保険者に

対する求職者給付

日雇労働被保険者

に対する求職者給付

能力開発事業
 



  

１）雇用保険適用状況の推移 

（長野県：平成24～令和２年度末） 

 

 

２）雇用保険受給状況 
（長野県・平成24～令和２年度） 

 

資料：「雇用保険事業年報」厚生労働省 

(件) 

(人) 
(所) 



 

 

１ 県内勤労者の月間現金給与総額 
 

「毎月勤労統計調査」によると、令和２年の５人以上規模事業

所で働く常用労働者の一人平均月間現金給与総額は、長野県が

297,871 円（前年比*0.0％）、全国が 318,405 円となっている。 

県内の産業別月間現金給与総額（５人以上規模）をみると、金

額の高い順に「電気・ガス・熱供給・水道業」が 521,389 円、「情

報通信業」が 457,416 円、「教育・学習支援業」が 442,268 円とな

っている。 

金額の少ない順では、「宿泊業,飲食サービス業」で 123,115 円、

「生活関連サービス業,娯楽業」で 173,327 円、「サービス業（他

に分類されないもの）」で 217,729 円となっている。 

                                                   
* 前年比は、平成 27 年平均値を基準とする指数比較により算出した対前年増減率であり、実

数から計算したものとは必ずしも一致しない。 

Ⅲ 賃金・諸手当 

【用語の解説】 

常用労働者 期間を定めずに又は１か月を超える期間を定めて雇用さ

れる者 

現金給与額 賃金、給料、手当、賞与その他名称の如何を問わず労働

の対価として使用者が労働者に通貨で支払うもので、所得税、社会

保険料等を差し引く以前の金額 



 

 

１）月間現金給与総額の推移（全国、長野県・平成 26～令和２年、事業所規模 5人以上） 

 

２）産業別月間現金給与総額（長野県・令和２年、事業所規模 5 人以上） 

 資料：「毎月勤労統計調査地方調査」長野県情報政策課統計室 

   「毎月勤労統計調査」厚生労働省 



 

 

２ 県内小規模事業所（1人～4人規模）の現金給与額 
 

「毎月勤労統計調査特別調査」によると、令和２年９月におけ

る一人平均きまって支給する現金給与額は、205,946 円（全国

202,372 円）となっている。 

男女別では、男性が 274,738 円、女性は 151,659 円となってい

る。 

また、主な産業別にみると、「学術研究、専門・技術サービス業」

が 254,809 円、「建設業」が 242,119 円、「サービス業（他に分類

されなもの）」が 216,767 円「製造業」が 211,556 円、「卸売業,小

売業」が 201,166 円、「医療,福祉」が 190,014 円となっている。 

令和元年 10月から令和２年９月までの１年間に、賞与など特別

に支払われた現金給与額（勤続１年以上）についてみると、288,728

円（全国 270,994 円）となっている。 

主な産業別にみると、「学術研究、専門・技術サービス業」が

450,814 円、「サービス業（他に分類されなもの）」が 371,824 円、

「医療・福祉」が 292,501 円、「卸売業,小売業」が 286,976 円、「建

設業」が 256,415 円となっている。 

30 人以上規模事業所の一人平均きまって支給する現金給与額を

100 とし、事業所規模間の格差をみると、1 人～4 人規模事業所は

調査産業計で 75.7 となっている。主な産業別にみると、格差が最

も大きいのは「医療、福祉」で 66.2 となっている。 

 

※ 令和２年毎月勤労統計調査特別調査は、新型コロナウイルス感染症拡大のため中止

となり、代替措置として、郵送調査等により実施された。対象事業所は、令和元年特

別調査において回答のあった事業所のうち、住所を把握している事業所で、調査時期

は令和２年９月 30 日（令和元年は 7 月 30 日）現在であること。なお、令和２年調査

は、調査方法、調査時期に相違があるため前年比較は行わない。 



 

 

１）主要産業別・性別一人平均きまって支給する現金給与額 

（長野県・令和２年、事業所規模１人～４人） 

 

 
２）主要産業別一人平均特別に支払われた現金給与額 

（長野県・令和２年、事業所規模１人～４人） 

 

３）主要産業別一人平均きまって支給する現金給与額の事業所規模間格差 
（長野県・令和２年） 

 

（円） 

規 模 間 格 差
(30人以上＝100）

1人～4人 30人以上 1人～4人
円 円

調 査 産 業 計 205,946 272,009 75.7

建 設 業 242,119 337,969 71.6

製 造 業 211,556 303,522 69.7

卸 売 業 , 小 売 業 201,166 193,743 103.8

医 療 , 福 祉 190,014 287,177 66.2

主 な 産 業
事 業 所 規 模

(注）　毎月勤労統計調査全国及び地方調査の令和2年9月分結果の「きまって支給する給与」である。  



 

 

３ 所定内賃金額 
 

厚生労働省の「令和２年賃金構造基本統計調査」によると、県

内10人以上規模民営事業所で働く一般労働者の、令和２年6月30日

現在の所定内給与額は、男性が312,400円（前年比1,900円、0.6％

増加）、女性が231,600円（同2,800円、1.2％増加）となっている。 

年齢階層別の所定内給与を見ると、賃金のピークは男性が55～

59歳層で384,000円、女性は40～44歳層で253,800円となっている。 

主な産業別の所定内給与額は、男性では「金融業，保険業」で

438,500円、「医療・福祉業」で354,200円、「情報通信業」で351,700

円となっている。 

女性では「情報通信業」で271,400円、「学術研究，専門・技術

サービス業」で268,800円、「医療,福祉」で266,700円となってい

る。 

【用語の解説】 

一般労働者 「短時間労働者」以外の者をいう。 

短時間労働者 同一事業所の一般の労働者より１日の所定労働時間が

短い又は１日の所定労働時間が同じでも１週の所定労働日数が少な

い労働者をいう。 

所定内給与額 労働契約等であらかじめ定められている支給条件、算

定方法により６月分として支給された現金給与額（きまって支給す

る現金給与額）のうち、超過労働給与額（①時間外勤務手当、②深

夜勤務手当、③休日出勤手当、④宿日直手当、⑤交替手当として支

給される給与をいう。）を差し引いた額で、所得税等を控除する前の

額をいう。 

 



 

 

１）男女別・年齢階層別所定内給与額（長野県・令和２年、事業所規模 10 人以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）男女別・産業別所定内給与額（長野県・令和２年、事業所規模 10 人以上） 

 

資料：「令和２年賃金構造基本統計調査」厚生労働省 
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178,900

205,900

237,000
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年齢計
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45～49
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55～59

60～64

(円)

男

女



 

 

４ 学卒者の初任給 

 

厚生労働省の「令和２年賃金構造基本統計調査」によると、令

和２年４月採用の新規学卒者の初任給は、男性の場合は大学院修

士課程修了で237,200円（前年比3.0％増加）、大学卒で226,300円

（同12.2％増加）、高専・短大卒で214,400円（同22.4％増加）、専

門学校卒で200,600円、高校卒で174,100円（同4.4％増加）となっ

ている。女性の場合は大学卒で218,200円（同10.5％増加）、高専・

短大卒で198,000円（同12.3％増加）、専門学校卒で182,000円、高

校卒で179,300円（同10.6％増加）となっている。 

 

大学卒の初任給額を産業別にみると、金額の高い順に男性は「医

療、福祉」で272,300円、「その他サービス業」で271,900円、「運

輸業」で230,000円、「情報通信業」で229,500円となっており、女

性は「医療、福祉」で238,800円、「製造業」で225,700円、「卸売

業,小売業」で220,200円となっている。 

【用語の解説】 

初任給 通常の所定労働時間、日数を勤務した新規学卒者の６月分

所定内給与額（所定内労働時間に対して支払われる賃金であっ

て、基本給のほか諸手当が含まれているが、超過労働給与額は含

まれていない。） 



 

 

１）男女別・卒業区分別初任給（長野県・令和２年） 

初任給額　（円） 対前年増減率 （％）

174,100 4.4

179,300 10.6

214,400 22.4

198,000 12.3

226,300 12.2

218,200 10.5

237,200 3.0

データなし ー

大学卒

区 分

高校卒

大学院
修士課程
修了

男 性

女 性

男 性

女 性

男 性

女 性

高専・
短大卒

男 性

女 性

 

２）大学卒の産業別初任給額（全国、長野県・令和２年） 

 

資料：「令和２年賃金構造基本統計調査」厚生労働省 
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調査産業計

建設業

製造業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

学術研究等

飲食
サービス業等

生活関連
サービス等

医療，福祉

その他の
サービス業

長野県全国

 

データなし 



 

 

５ 春季賃上げ妥結状況 
 

県労働雇用課が民間労働組合を対象に行った「2021年春季賃上

げ要求･妥結状況調査」によると、2021年の賃上げ妥結額（定期昇

給分含む）は4,090円(賃上率1.63％)で、前年より279円増加して

おり、平均妥結額、平均賃上率ともに前年を上回る結果となった。 

主な産業をみると、賃上げ額の高い順では、「電気機械器具製造

業」で6,291円（賃上げ率2.42％）、「サービス業等」が6,098円（同

2.40％）、「医療・福祉」が5,609円（同1.99％）となっている。一

方、賃上げ額の低い順では、「印刷・同関連」が1,875円（賃上げ

率0.89％）、「運輸業」が2,310円（同1.06％）、「建設業」が3,193

円（同1.04％）となっている。 

妥結内容の詳細について、妥結内容の状況が分かる組合のうち、

ベースアップを実施した組合は48.8％にあたる81組合で、割合に

して前年同期を8.1ポイント上回った。 

 

賃上げ妥結額の推移をみると、リーマンショック直後の平成21

年に大きく減少したものの、その後は高水準を維持してきた。2019

年以降、米中の貿易摩擦や新型コロナウイルス感染症の影響等に

より２年連続で減少したものの、景気が回復基調であった平成26

年と同水準を維持している。 

【用語の解説】 

賃上げ妥結額 定期昇給及びベースアップ等による、１人当たりの月額

所定内賃金の平均引き上げ額。 

定期昇給 あらかじめ就業規則等で定められた制度に従って行われる

昇給のこと。 

ベースアップ 賃金表（学歴、年齢、勤続年数、職務、職能などにより

賃金がどのように定まっているかを表にしたもの）の改定により賃金

水準を引き上げること。 



 

 

１）産業別春季賃上げの妥結額（長野県・2021年） 

 

２）春季賃上げの妥結額及び賃上率の推移（長野県・平成 21～2021 年） 

 

資料：「2021 年春季賃上げ要求・妥結状況調査」長野県労働雇用課 
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６ 夏季・年末一時金妥結状況 

 

賃金には、毎月の定期給与のほかに臨時に支払われる給与とし

て、一般的にボーナス、賞与、夏季・年末一時金、期末手当など

と呼ばれているものがある。 

県労働雇用課による民間労働組合を対象とした調査によると、

令和３年の県内の常用労働者の夏季一時金の妥結額は461,678円

（1.80ｹ月、前年比26,859円増加）、年末一時金の妥結額は481,651

円（1.89ｹ月、同34,517円増加）であった。年間では943,329円と

なり、前年を61,376円上回っている。 

夏季一時金の産業別の妥結額をみると、多い順に「情報通信機

器製造業」679,341円、「建設業」648,709円、「電気・ガス」627,221

円となっている。 

同じく産業別の年末一時金の妥結額は、「建設業」665,192円、「電

気・ガス」657,958円、「一般機械器具製造業」619,196円となって

いる。 

平均妥結額の前年比率をみると、夏季は6.2％、年末は7.8％、

それぞれ上昇している。 



１）産業別夏季・年末一時金の妥結額（長野県・令和３年） 

 

２）夏季・年末一時金の妥結額及び前年比率の推移（長野県・平成23～令和３年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「夏季・年末一時金要求妥結状況調査」長野県労働雇用課 
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７ 最低賃金 
 

最低賃金制度は、最低賃金法に基づき国が賃金の最低限度を定

め、使用者は、その最低賃金額以上の賃金を支払わなければなら

ないとする制度である。 

最低賃金には、地域別最低賃金と特定（産業別）最低賃金の２

種類があり、決定にあたっては、毎年中央最低賃金審議会から示

される引き上げ額の目安を参考にしながら、①地域における労働

者の生計費、②労働者の賃金、③通常の事業の賃金支払い能力を、

地域の実情を踏まえながら総合的に勘案し、地方最低賃金審議会

の調査審議を経て決定される。 

最低賃金は、原則として事業場で働く常用・臨時・パート・ア

ルバイトなど、雇用形態や呼称の如何を問わず、すべての労働者

とその使用者に適用される。（ただし、使用者が都道府県労働局長

の許可を受けることを条件としてのみ、個別に最低賃金減額の特

例が認められている。） 

また、最低賃金の対象となる賃金は、毎月支払われる基本的な

賃金である。 

 

【最低賃金の対象となる賃金の例】 

←この部分が

　最低賃金の

　対象

※諸手当のうち、精皆勤手当、通勤手当、家族手当は最低賃金の対象となりません。

時間外勤務手当

基本給

諸手当※

休日出勤手当

深夜勤務手当

賃金 定期給与

臨時の賃金

賞与など

所定内給与

所定外給与

 



 

 

＜地域別最低賃金＞ 

 時間額 効力発生日 

長野県最低賃金 
８７７ 円 

（８４９円） 

R3.10.1 

（R2.10. 1） 

 

＜特定（産業別）最低賃金＞   

 時間額 効力発生日 

計量器・測定器・分析機器・試

験機、医療用機械器具・医療用

品、光学機械器具・ﾚﾝｽﾞ、電子

部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路、電気

機械器具、情報通信機械器具、

時計・同部分品、眼鏡製造業 

  ９１６ 円 

（８９４円） 

R3.12.29 

（R2.12.4） 

はん用機械器具、生産用機械器

具、業務用機械器具、自動車・

同附属品、船舶製造・修理業,

船用機関製造業 

  ９２７ 円 

（９０５円） 

R3.12.16

（R2.12.11） 

各 種 商 品 小 売 業 

（注）衣・食・住にわたる各種の商

品を一括して一事業所で小売する事

業所であって、その事業所の性格上

いずれが主たる販売商品であるか判

別できない場合が該当します。（例：

百貨店、デパート、衣食住にわたっ

て小売する総合スーパー、ミニスー

パー等） 

８７９ 円 

（８５７円） 

R3.12.31

（R2.12.31） 

印 刷 、 製 版 業 
８７７ 円 

（８５０円） 

R3.10.1 

（R1.12.31） 

 

資料：長野労働局 



 

 

１ 退職金制度の規定の状況及び形態 
 

令和２年に県労働雇用課が実施した「長野県雇用環境等実態調

査」によると、県内の退職金制度の規定のある事業所の割合は

75.1％で、平成 29 年実施の前回調査時と比べ 6.1 ポイント上昇し

ている。 

規模別にみると、規模が大きいほど退職金制度の規定のある事

業所の割合が高くなっており、300 人以上規模では 97.2％の事業

所で退職金制度が定められている。 

産業別にみると、退職金制度の規定のある事業所の割合は「学

術研究，専門・技術サービス業」で 90.9％と最も高く、「宿泊業,

飲食サービス業」で 48.0％と最も低くなっている。 

退職金制度がある事業所の退職金支払い形態のうち、最も多い

のは「退職一時金形態のみ」で、68.9％となっている。 

これを規模別にみると、「退職一時金形態のみ」の占める割合は

5～9 人規模でもっとも高く 75.9％、300 人以上規模で最も低く

37.1％となっている。一方、「一時金と年金の併用」の占める割合

は 5～9 人規模で最も低く 10.1％、300 人以上規模で最も高く

34.3％となっており、規模が大きくなるほど支払い形態に退職一

時金のみを選択する事業所が減少し、一時金と年金の併用を選択

する事業所が増加する傾向が見られる。 

 

 

Ⅳ 退職金 



 

 

１）退職金制度のある事業所     ２）退職金制度の形態 

（長野県・令和２年）           （長野県・令和２年）

 

資料：「令和２年長野県雇用環境等実態調査」長野県労働雇用課 



 

 

１ 総実労働時間 
 

「毎月勤労統計調査地方調査」によると、令和２年の県内の５人以

上規模の事業所で働く常用労働者（パートタイム労働者を含む）の月

間平均総実労働時間は140.3時間で、前年に比べ1.8時間減少した。そ

のうち所定外労働時間は8.0時間で、前年よりも1.2時間減少した。 

産業別月平均総実労働時間をみると、「建設業」が172.4時間（前年

比4.4時間増加）と最も長く、次いで「学術研究、専門・技術サービ

ス業」が159.1時間（同3.3時間増加）、「電気・ガス・熱供給・水道業」

が156.0時間（前年対比不可）となっている。そのうち、所定外労働

時間をみると、「情報通信業」が17.3時間（同1.8時間増加）と最も長

く、次いで「運輸業,郵便業」が16.7時間（同4.8時間減少）、「電気・

ガス・熱供給・水道業」が14.7時間（前年対比不可）となっている。 

また、県内の常用労働者の月平均総実労働時間を男女別にみると男

性が154.3時間（前年比3.2時間減少）、女性が124.4時間（前年比0.5

時間減少）となっている。 

Ⅴ 労働時間・休業制度 

【用語の解説】 

総実労働時間  所定内労働時間と所定外労働時間の合計。 

所定内労働時間 事業所の就業規則等で定められた始業時刻と終業時刻

の間の休憩時間を除いた実際に労働した時間。 

所定外労働時間 早出、残業、臨時の呼出、休日出勤等による労働時間。 



 

 

１）月間平均総実労働時間の推移（長野県・平成 24～令和２年） 

 

２）産業別月間平均総実労働時間（長野県・令和２年） 

 

３）産業別及び男女別月間平均総実労働時間（長野県・令和２年）

 資料：「令和２年毎月勤労統計調査地方調査」長野県総合政策課統計室 



 

 

２ 変形労働時間制 
 

県労働雇用課が令和２年に実施した「長野県雇用環境等実態調

査」によると、何らかの変形労働時間制を採用している事業所は

全体の52.5%となっており、その内訳をみると「１年単位」が46.0％

と最も高く、次いで「１か月単位」が39.3％となっている。産業

別では、「情報通信業」でフレックスタイム制が、「金融業，保険

業」、「宿泊業,飲食サービス業」、「医療，福祉」、「サービス業（他

に分類されないもの）」で１か月単位の変形労働時間制の割合が高

くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

変形労働時間制の採用状況（複数回答）（長野県・令和２年） 

 

 
資料：「令和２年長野県雇用環境等実態調査」長野県労働雇用課 

【用語の解説】 

変形労働時間制 繁忙期の所定労働時間を長くする代わりに、閑散期

の所定労働時間を短くするといったように、業務の繁閑や特殊性に

応じて、労使が工夫しながら労働時間の配分などを行い、これによ

って全体として労働時間を短縮を図ろうとするもの。 



 

 

３ 年次有給休暇 
 

県労働雇用課の「令和３年長野県雇用環境等実態調査」によると、

令和２年（又は令和２年度）の１年間に、事業所が付与した正社員の

年次有給休暇日数（繰越日数を除く。）は、労働者１人平均18.3日（前

回、令和元年調査16.1日）で、平均取得率は61.9％（同51.1％）とな

っている。産業別の平均付与日数をみると、「金融業，保険業」が19.1

日と最も多く、次いで「製造業」が18.9日、「情報通信業」が18.7日

となっている。平均取得率では、「製造業」が68.5％と最も高く、次

いで「医療，福祉」63.2％、「金融業，保険業」59.2％となっている。 

また、正社員以外の付与状況は、労働者１人平均14.1日（同13.5日）

で、平均取得率は68.8％（同59.0％）。産業別の平均付与日数をみる

と、「金融業，保険業」が18.2日と最も多く、次いで「学術、専門・

技術サービス業」が16.6日、「建設業」が16.4日となっている。平均

取得率では、「金融業，保険業」が83.3％と最も高く、次いで「不動

産業、物品賃貸業」78.1％、「製造業」73.5％となっている。 

正社員の年次有給休暇取得状況（長野県・令和３年） 

資料：「令和３年長野県雇用環境等実態調査」長野県労働雇用課 



４ 育児休業制度・介護休業制度 

 

（１）育児休業制度 

厚生労働省の「令和２年度雇用均等基本調査」によると、全国

の平成30年10月1日から令和元年9月30日までの１年間に在職中に

出産した女性のうち、令和２年10月１日までに育児休業を開始し

た者の割合は81.6％で、前年度に比べ2.4ポイント低下した。また、

同期間に配偶者が出産した男性のうち、同期間までに育児休業を

開始した者の割合は12.65％で、前年度に比べ5.17ポイントの上昇

となっている。 

育児のための所定労働時間の短縮措置等の各種制度の導入状況

をみると、多い順に「短時間勤務制度」が68.0％、「所定外労働の

制限」が64.3％、「始業・就業時刻の繰上げ・繰下げ」が39.3％と

なっている。 

県の「令和３年長野県雇用環境等実態調査」によると、県内の

令和２年（令和２年度）中に出産した女性の育児休業取得率は

96.4％、配偶者が出産した男性の育児休業取得率は19.8％となっ

ている。 

 

（２）介護休業（休暇）制度 

総務省の「平成29年就業構造基本調査」によると、平成29年10

月１日現在で、介護をしている有業者に占める介護休業制度の利

用者の割合は、全国7.5％、長野県8.2％であり、男女別にみると、

女性は全国7.6％、長野県6.3％、男性は全国7.4％、長野県10.7％

となっている。 

また、厚生労働省の「令和２年度雇用均等基本調査」によると、

介護休暇制度の規定がある事業所の割合は、事業所規模５人以上

では63.1％（平成30年度60.8％）、事業所規模30人以上では80.9％

（同81.0％）となっており、前回調査に比べ５人以上規模で2.3ポ

イント上昇した。 

 



１）育児休業取得率の推移（平成25～令和２年度） 
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２）育児のための所定労働時間の短縮措置等の制度の導入状況（複数回答） 

  

 

３）介護休業取得率（全国、長野県・平成29年度） 

（％）

計 女性 男性

全国 7.5 7.6 7.4
長野県 8.2 6.3 10.7  

４）介護休暇制度の規定あり事業所割合の推移（全国・平成23～令和２年度） 

 

 資料：「雇用均等基本調査」厚生労働省 
「平成 29 年就業構造基本調査」総務省統計局 

   「令和３年長野県雇用環境等実態調査」長野県労働雇用課 

(％) 

全国 長野県 



  

１ 県内の労働災害 

 

長野労働局の発表によると、令和２年（令和３年１月末現在）

の県内の労働災害による死傷者数（死亡及び休業４日以上）は

2,063人（前年比44人減少）、死亡者16人（同２人増加）となって

いる。 

産業別に労働災害発生状況をみると、製造業が506人（同28人減

少）、建設業が275人（同４人減少）、運輸業が218人（同14人減少）、

林業が48人（同10人増加）、鉱業が７人（同３人減少）、その他の

業種が1,009人（同５人減少）となっている。 

死亡労働災害16人を産業別にみると、建設業が２人（同２人減

少）、製造業が４人（同１人増加）、運輸業が２人（同１人増加）、

林業が１人（前年と同じ）、その他の業種が７人（同２人増加）と

なっている。 

また、労働災害による死傷者2,063人を事故の型別にみると、「転

倒」24.1％、「墜落・転落」18.3％、「動作の反動・無理な動作」

13.8％、「はさまれ・巻き込まれ」が11.1％となっている。 

 
１）労働災害による死傷者数の推移（長野県・平成24～令和２年） 

 

 

Ⅵ 労働災害・安全衛生 



  

２）労働災害による死亡者数の推移（長野県 平成24～令和２年） 

 

３）産業別労働災害による死亡者数の推移（長野県・平成24～令和２年） 

 

 

 

 

 

 

４）事故の型別労働災害による死傷者数（長野県・令和２年） 

資料：「令和２年労働災害発生状況」 長野労働局 

（人） 

H24年 H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 R元年 R2年

製造業 2 2 1 3 4 3 4 3 4

鉱業 1

建設業 7 8 10 3 5 5 3 4 2

運輸業 3 3 1 5 4 1 2

林業 1 4 1 1 1 1 1 1

その他 3 6 1 7 4 7 7 5 7

計 13 20 17 16 15 21 19 14 16  

転倒

498人
24.1%

墜落・転落

378人
18.3%

はさまれ・

巻き込まれ

229人

11.1%

動作の反動・

無理な動作

284人

13.8%

切れ・こすれ

157人
7.6%

激突

101人

4.9%

飛来・落下

96人

4.7%

交通事故

82人

4.0% その他

238人

11.5%

 



  

２ 労働安全衛生 

 

厚生労働省の「令和２年労働安全衛生調査（実態調査）」による

と、メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業所の割合は全国で

61.4％と前回（H30年調査59.2％）より2.2ポイント増加した。 

メンタルヘルス対策に取り組んでいる全国の事業所について、

取組内容（複数回答）をみると、「労働者のストレスの状況などに

ついて調査票を用いて調査（ストレスチェック）」が62.7％、「職

場環境等の評価及び改善」が55.5％となっている。 

受動喫煙防止対策については、屋外を含めた敷地内全体を全面

禁煙にしている事業所の割合は全国で30.0％と前回（同13.7％）

より16.3ポイント増加した。 

全国の高年齢労働者に対する労働災害防止対策への取組状況に

ついては、60歳以上の高年齢労働者が従事している事業所の割合

は74.6%となっており、このうち高年齢労働者に対する労働災害防

止対策に取り組んでいる事業所の割合は81.4%となっている。 

 

【用語の解説】 

メンタルヘルス対策 事業所において事業者が講ずるように努めるべ

き労働者の心の健康の保持増進のための措置 

ストレスチェック 労働者のストレスについて、調査票などを用いて現

在の状況を把握し、本人に気づきを与えるためのものである。また、

その結果を職場環境の改善に活用するもの。 

※労働安全衛生法の改正（平成 27 年 12 月 1 日施行）により、常時 50

人以上の労働者を使用する事業所ではストレスチェックの実施が事

業者の義務となり、これ以外の事業所ではストレスチェックの実施が

努力義務となっている。 



  

１）事業所規模別メンタルヘルス対策取組事業所割合（全国・令和２年） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
２）メンタルヘルス対策に取り組んで ３）受動喫煙防止対策（屋外を含めた 

いる事業所割合の推移        敷地内全体を全面禁煙している事業所

（全国・平成28～令和２年）        割合の推移） 

                            （全国・平成28～令和２年） 

30.0

13.7

13.6

12.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

R2年

30年

29年

H28年

(%)

61.4

59.2

58.4

56.6

0 20 40 60

R2年

30年

29年

H28年

(%)

30.0

13.7

13.6

12.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

R2年

30年

29年

H28年

(%)

 

４）ストレスチェックの実施状況（全国・令和２年） 

（％）

事業所計 [62.7] 100.0 78.6 20.7 0.7
事業所規模

1,000以上 [99.1] 100.0 94.7 5.3 0.0

500～999人 [97.7] 100.0 88.6 11.4 0.0

300～499人 [98.0] 100.0 86.5 12.4 1.1

100～299人 [95.0] 100.0 80.3 19.6 0.1

50～99人 [88.6] 100.0 80.5 19.3 0.2

30～49人 [62.4] 100.0 77.6 22.0 0.4

10～29人 [52.7] 100.0 77.3 21.6 1.1

区分
ストレスチェックを
実施した事業所

結果の分析を
実施した

結果の分析を
実施していない

不明

 

9 8 . 2  

9 8 . 6  

9 6 . 6  

9 7 . 6  

8 9 . 8  

6 9 . 1  

5 3 . 5  

6 1 . 4  

0 2 0 4 0 6 0 8 0 1 0 0

1 0 0 0 人 以 上

5 0 0 ～ 9 9 9 人

3 0 0 ～ 4 9 9 人

1 0 0 ～ 2 9 9 人

5 0 ～ 9 9 人

3 0 ～ 4 9 人

1 0 ～ 2 9 人

計

 

資料：「令和２年労働安全衛生調査（実態調査）の結果」厚生労働省 

注：[ ]は、「メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業所」のうち「ストレスチェック」
を実施した事業所の割合 

(％) 



 

 

１ 県内の組織労働者数 
 

厚生労働省が我が国の全ての労働組合を対象として、労働組合

数、加盟組織系統等の状況を明らかにすることを目的として、毎

年 6 月 30 日現在で実施している「労働組合基礎調査」によると、

県内の労働組合数は 1,362 組合（前年比 15 組合減少）、労働組合

員数は 169,940 人（同 1,329 人減少）、推定組織率（雇用者に占め

る労働組合員数の割合）は 18.3％（同 0.3 ポイント低下）となっ

ている。 

適用法規別の労働組合員数は、労働組合法が135,541人（79.8％）、

地方公務員法が32,984人（19.4％）、国家公務員法が 953人（0.6％）、

地方公営企業等の労働関係に関する法律が 462 人（0.3％）、行政

執行法人の労働関係に関する法律が 0人となっている。 

労働組合法適用労働組合員数を産業別にみると、「製造業」が最

も多く 56,552 人、次いで「建設業」の 19,386 人、「医療，福祉」

の 17,198 人となっている。 

主要労働団体の労働組合員数は、日本労働組合総連合会長野県

連合会（連合長野）が 104,256 人（前年比 304 人減少）、長野県労

働組合連合会（県労連）が 21,812 人（同 216 人増加）となってい

る。 

なお、全国の単一労働組合の労働組合数は 23,392 組合（前年比

369 組合減少）、労働組合員数は 1,007 万 8 千人（同 3 万 8 千人減

少）となった。全国の推定組織率は 16.9％（同 0.2 ポイント低下）

となっている。 

Ⅶ 労働組合・労働争議 

【用語の解説】 

推定組織率 長野県が算出する推定組織率は「経済センサス‐基礎調

査」における雇用者数に「毎月勤労統計調査地方調査」の増減率に

より補正したものから、警察・消防などの職員を除いた組合結成可

能な雇用者数に占める労働組合員数の割合。 



 

 

１）労働組合員数及び推定組織率の推移（長野県・平成 24～令和３年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２）適用法規別労働組合員数の割合（長野県・令和３年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）産業別労働組合員数の割合<労働組合法適用労働組合>（長野県・令和３年） 

 

労組法, 
135,541人, 

79.8%

行労法, 0人, 
0.0%

地公労法, 462人, 
0.3%

国公法, 953人, 
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地公法, 32,984
人, 19.4%
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20.2 20.1

19.5
19.8 19.7 19.8

18.9
18.8

18.6
18.3

17.0

18.0

19.0
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170,000

180,000
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（％）（人）

労動組合員数 推定組織率

 労 組 法 ： 労働組合法

行 労 法 ： 行政執行法人の労働関係に関する法律

地公労法 ： 地方公営企業等の労働関係に関する法律

国 公 法 ： 国家公務員法

地 公 法 ： 地方公務員法  

製造業, 

56,552人, 

41.7%

建設業, 

19,386人, 

14.3%医療，福祉, 

17,198人, 

12.7%

卸売業，小売

業, 10,712人, 

7.9%

複合ｻｰﾋﾞｽ事

業, 8,543人, 

6.3%

金融業,保険

業, 8,542人, 

6.3%

運輸業，郵便

業, 7,448人, 

5.5%

その他, 7,160

人, 5.3%

 資料：「令和３年労働組合基礎調査」長野県労働雇用課 



２ 争議行為の状況 

 

厚生労働省の「令和２年労働争議統計調査」によると、「総争議」

の件数は303件、総参加人員は57,426人となっており、前年に比べ、

件数は35件（13.1％）の増加、総参加人員は47,914人（45.5％）

の減少となった。「総争議」の件数は減少傾向にあるものの、比較

可能な昭和32年以降、最も少なかった令和元年に比べ増加した。 

このうち、「争議行為を伴う争議」の件数は57件、行為参加人員

は6,013人となっており、前年に比べ、件数は８件（16.3％）の増

加、行為参加人員は11,750人（66.1％）の減少となった。 

「争議行為を伴う争議」を行為形態別にみると、「半日以上の同

盟罷業」の件数は35件、行為参加人員は806人、労働損失日数は

1,817日となっており、前年に比べ、件数は８件（29.6％）増加し、

行為参加人員は4,539人（84.9％）の減少、労働損失日数は9,185

日（83.5％）の減少となった。「半日未満の同盟罷業」の件数は34

件、行為参加人員は5,324人となっており、前年に比べ、件数が１

件(3.0％)の増加、行為参加人員は6,285人(54.1％)の減少となっ

た。 

県内の労働争議の新規発生件数は14件（前年比３件増加）、総参

加人員は2,478人（同652人減少）となっている。また、争議行為

を伴う争議の発生件数は10件（前年同数）、行為参加人員は336人

（同451人減少）となっている。 

 

 

 
【用語の解説】 

総争議 争議行為を伴う争議と争議行為を伴わないが解決のため

に労働委員会等第三者が関与した争議との合計をいう。 

争議行為 労働関係の当事者がその主張を貫徹することを目的と

して行う行為及びこれに対抗する行為であって、業務の正常な運

営を阻害する行為（半日以上の同盟罷業、作業所閉鎖、半日未満

の同盟罷業、怠業、業務管理等）をいう。 



１）労働争議の種類別件数及び参加人員の推移（全国・平成27～令和２年） 

件　数
総参加
人　員

件　数
総参加
人　員

行為参加
人　　員

件　数
総参加
人　員

件 人 件 人 人 件 人

平成27年 425 174,043 86 76,065 23,286 339 97,978

28 391 69,533 66 52,415 15,833 325 17,118

29 358 132,257 68 72,637 17,612 290 59,620

30 320 103,342 58 51,038 10,059 262 52,304

令和元 268 105,340 49 57,345 17,763 219 47,995

2 303 57,426 57 32,436 6,013 246 24,990

年

総　争　議
争議行為を
伴わない争議

争議行為を伴う争議

 
※労働争議の件数は、原則として単独争議を1件として取扱うが、連合争議も1件として取扱う。 
 

２）争議行為を伴う争議の行為形態別件数、行為参加人員及び労働損失日 

数の推移（全国・平成27～令和２年） 

件数
行為参加
人　　員

労働損失
日　　数

件数
行為参加
人　　員

件数
行為参加
人　　員

件数
行為参加
人　　員

件 人 日 件 人 件 人 件 人

平成27年 39 12,916 14,606 60 10,573 1 50 3 31

28 31 2,383 3,190 47 13,698 - - - -

29 38 7,953 14,741 46 9,917 - - - -

30 26 955 1,477 42 9,260 3 61 1 27

令和元 27 5,345 11,002 33 11,609 1 1,080 1 27

2 35 806 1,817 34 5,324 - - - -

年

半日以上の同盟罷業 半日未満の同盟覇業 怠業 その他

 
３）労働争議発生件数（長野県・平成27～令和２年） 

件　数
総参加
人　員

件　数
行為参加
人　　員

件数
行為参加
人　　員

労働損失
日　　数

件数
行為参加
人　　員

件数
行為参加
人　　員

件 人 件 人 件 人 日 件 人 件 人

平成27年 23 5,131 19 1,167 2 121 121 18 1,046 - -

28 20 4,846 18 1,347 2 209 209 17 1,138 - -

29 23 6,858 21 1,459 2 91 91 20 1,368 - -

30 18 3,135 16 1,135 1 1 1 16 1,134 - -

令和元 11 3,130 10 787 1 1 1 9 783 - -

2 14 2,478 10 336 3 26 1 9 321 - -

その他

争　　　議　　　形　　　態

年

総　争　議
争議行為を
伴う争議 半日以上の同盟罷業

半日未満の
同盟罷業

 

資料：「令和２年労働争議統計調査」厚生労働省、長野県労働雇用課 



  

１ 多様な働き方 

  県労働雇用課が実施した「令和３年長野県雇用環境等実態調査」の

事業所調査によると、多様な働き方を導入状況は、「導入している」

は 60.8％、「導入していない」が 37.4％となっている。 

導入している働き方は、「半日や時間単位の有給」の 83.6％が最も

高く、次いで「始業・終業時刻の繰り上げ」（30.5％）、「再雇用制度」

（24.2％）となっている。 

  １）「多様な働き方」の導入状況                       （単位：％） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）導入している働き方（複数回答）                      （単位：％）

 

資料：「令和３年長野県雇用環境等実態調査」長野県労働雇用課 

Ⅷ 多様な働き方・女性の活躍 

 



  

２ 女性の活躍推進 

（１）管理職に占める女性の割合 

厚生労働省の「令和２年度雇用均等基本調査」によると、管理職に

占める女性の割合（以下、「女性管理職割合」という。）は、課長相当

職以上が 12.4％（令和元年度 11.9％）で、前回調査に比べ 0.5 ポイ

ント上昇、係長相当職以上が 14.6％（同 13.7％）で、前回調査に比

べ 0.9ポイント上昇した。これを、役職別にみると、部長相当職では

8.4％（同 6.9％）、課長相当職では 10.8％（同 10.9％）、係長相当職

では 18.7％（同 17.1％）となっている。 

企業規模別にみると、いずれの管理職割合においても、10～29 人規

模が最も高くなっている。 

１）役職別女性管理職割合の推移（全国・H27～令和２年度）（企業規模 10 人以上） 

２）規模別課長相当職以上の女性管理職割合（役員を含む）（全国・R２年度） 

 

資料：「令和２年度雇用均等基本調査」厚生労働省 

(%) 



 

（２）男女雇用機会均等法等の施行状況 

令和２年度に長野労働局雇用環境・均等室に寄せられた男女雇

用機会均等法に係る相談件数は271件で、前年度（220件）より51

件増加した。相談内容の内訳をみると、「妊娠・出産等を理由とし

た不利益取扱い及びハラスメント」と「セクシュアルハラスメン

ト」に係る相談件数がそれぞれ90件で最も多く、次いで、「母性健

康管理」78件となっている。ハラスメント関連の相談件数が全体

の66.4%を占めており、依然としてハラスメント関連が多くなって

いる。 

男女雇用機会均等法第29条に基づき事業主に助言を行った件数

は231件で、うち、「妊娠、出産等に関するハラスメント」（73件）

と「セクシャルハラスメント」（58件）のハラスメント関連が全体

の約6割となっている。 

また、育児・介護休業法に係る相談件数は823件で、「育児休業」

に関する相談が310件と最も多く、次いで、「育児（休業以外）」に

関する相談208件、「介護（休業以外）」に関する相談127件となっ

ている。 

 

（３）パートタイム労働法の施行状況 

令和２年度に長野労働局雇用環境・均等室に寄せられたパート

タイム労働法に係る相談件数は176件で、相談内容の内訳をみると、

「均等・均衡待遇関係」に係る相談件数が149件で最も多く、次い

で、「雇用管理の改善等に関する措置等（指針）」が15件となって

いる。 



 

１）男女雇用機会均等法に係る  ２）男女雇用機会均等法29条に 

相談件数（長野・令和２年度）   基づく是正指導件数              
（長野・令和２年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）育児・介護休業法に係る   ４）育児・介護休業法第56条に基づく 

相談件数（長野・令和２年度）   是正指導件数（長野・令和２年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

５）パートタイム労働法に係る相談件数（長野県・令和２年度） 

(件）

均等・均衡待遇関係 13 139 149

体制整備 3 9 9

正社員転換 4 6 3

その他（指針等） 11 27 15

合　　計 31 181 176

相談内容 H30年度 R元年度 R２年度

 

資料：「令和２年度男女雇用機会均等法等の法施行状況」長野労働局 

(件） (件）

性差別 5 12 11 募集・採用 0 2 1

妊娠・出産等を理由とした不
利益取扱い及びハラスメント

76 67 90
配置・昇進・教育訓練・福利
厚生・退職勧奨等

0 0 0

セクシュアルハラスメント 97 100 90 間接差別 1 0 0

母性健康管理 27 37 78 セクシュアルハラスメント 99 113 58

その他 6 4 2
妊娠・出産等に関するハラ
スメント

137 131 73

合　　計 211 220 271 母性健康管理 123 117 51

男女雇用機会均等推進者 0 0 48

合　　計 360 363 231

H30年度 R２年度相談内容 H30年度 R２年度 指導内容R元年度 R元年度

 

(件） (件）

R元年度 R２年度 R元年度 R２年度

育児休業 259 222 310 休業制度 82 64 87 78

育児（休業以外） 186 153 208 子の看護休暇・介護休暇 17 35 16 27

育児休業等不利益取扱い
及びハラスメント

115 68 82
所定外・時間外労働及び深
夜業の制限

22 34 28 27

介護休業 117 66 64
所定労働時間の短縮措置
等

20 21 59 67

介護（休業以外） 102 55 127
休業などに関するハラスメン
ト

129 126 129 128

介護休業等不利益取扱い
及びハラスメント

47 14 18 その他 0 0 - -

その他 20 15 14 合　　計 270 280 319 327

合　　計 846 593 823

介護関係
相談内容 H30年度 R２年度 指導内容R元年度

育児関係

 


